
１． 継続事業の前提に関する注記

該当事項なし

２． 重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券 ……… 償却原価法（定額法）によっている。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産 ……… 最終仕入原価法による原価法によっている。

(3)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（什器備品） ……… 定率法によっている。

無形固定資産（ソフトウェア） ……　定額法によっている。

(4)リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産はリース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。

(5)引当金の計上基準

賞与引当金 …………………… 役員及び職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の

　　　  うち当期に帰属する額を計上している。

退職給付引当金 ……………… 職員の自己都合による期末退職金の要支給額を計上している。

役員退職慰労引当金 ………… 将来の役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末

　　　  要支給額を計上している。

(6)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３． 会計方針の変更

該当事項なし。

４． 表示の変更

該当事項なし。

財務諸表に対する注記
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５． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

預金 300,026,401 0 300,000,000 26,401

投資有価証券 580,350,000 300,000,000 0 880,350,000

880,376,401 300,000,000 300,000,000 880,376,401

特定資産

退職給付引当資産 20,000,000 0 0 20,000,000

役員退職慰労引当資産 10,000,000 0 10,000,000 0

緊急対策事業特定資産 790,300,548 146,906,240 80,078,017 857,128,771

緊急対策事業設備等導入者負担金 299,743,300 72,399,000 139,039,200 233,103,100

６次産業化（事業費）資産 4,545,817,107 0 4,545,817,107 0

６次産業化（運営費）資産 10,566,985 0 10,566,985 0

地域還元型（事業費）資産 0 0 0 0

地域還元型（運営費）資産 28,649,087 0 1,678,043 26,971,044

債務保証基金造成特定資産 430,208,430 0 7,181,577 423,026,853

6,135,285,457 219,305,240 4,794,360,929 1,560,229,768

7,015,661,858 519,305,240 5,094,360,929 2,440,606,169

６． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

基本財産

預金 26,401 (26,401) 　　　　　　－ 　　　　　　－

投資有価証券 880,350,000 (880,350,000) 　　　　　　－ 　　　　　　－

880,376,401 (880,376,401) 　　　　　　－ 　　　　　　－

特定資産

退職給付引当資産 20,000,000 　　　　　　－ 　　　　　　－ (20,000,000)

役員退職慰労引当資産 0 　　　　　　－ 　　　　　　－ (0)

緊急対策事業特定資産 857,128,771 (855,459,946) (1,668,825) 　　　　　　－

緊急対策事業設備等導入者負担金 233,103,100 (233,103,100) 　　　　　　－ 　　　　　　－

６次産業化（事業費）資産 0 (0) 　　　　　　－ 　　　　　　－

６次産業化（運営費）資産 0 (0) 　　　　　　－ 　　　　　　－

地域還元型（事業費）資産 0 (0) 　　　　　　－ 　　　　　　－

地域還元型（運営費）資産 26,971,044 (26,971,044) 　　　　　　－ 　　　　　　－

債務保証基金造成特定資産 423,026,853 (420,000,000) (3,026,853) (0)

1,560,229,768 (1,535,534,090) (4,695,678) (20,000,000)

2,440,606,169 (2,415,910,491) (4,695,678) (20,000,000)

７． 担保に供している資産

該当なし

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　計

科　　　　目

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　計

科　　　　目
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８． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

　リース資産(MPC6502) 3,227,040 968,112 2,258,928

5,593,712 3,190,793 2,402,919

９. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

2,000,000 0 2,000,000

57,158,628 0 57,158,628

１０.保証債務等の偶発債務

債務保証事業に対する保証債務は、1,492,502,300円である。

1１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

1２．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額および残高は、次のとおりである。

（単位：円）

交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

補助金

緊急対策事業補助金 農林水産省 1,088,563,046 0 0 1,088,563,046 指定正味財産

6次産業化事業補助金（事業費） 農林水産省 4,545,817,107 10,585,375 4,556,402,482 0 指定正味財産

6次産業化事業補助金（運営費） 農林水産省 10,566,985 0 10,566,985 0 指定正味財産

地域還元型事業補助金（事業費） 農林水産省 0 41,041,273 41,041,273 0 指定正味財産

地域還元型事業補助金（運営費） 農林水産省 28,649,087 0 1,678,043 26,971,044 指定正味財産

債務保証事業補助金 農林水産省 420,000,000 0 0 420,000,000 指定正味財産

6,093,596,225 51,626,648 4,609,688,783 1,535,534,090

1３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

時　　　　価

債権の当期末残高

　　未収金 55,158,628 0 55,158,628

1,900,317,680

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　　什器備品 2,366,672 2,222,681 143,991

合　　　　計

　　短期貸付金

評価損益

△ 125,429,662

科　　　　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高

合　　　　計

補助金等の名称

合　　　　計

科　　　　目

社　　　　債 2,025,747,342

帳簿価額
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指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

経常収益への振替額
　受取補助金等への振替
額

2,983,099,447

1４．関連当事者との取引の内容

該当事項なし。

1５．重要な後発事象

該当事項なし。

内　　　　容 金　　　　額

2,983,099,447

合　　　　計
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